
７　町債の状況

◎　一般会計

（1）　目的別内訳

(単位：千円)

区            分 平成28年度末現在高 平成27年度末現在高 増 減

総 務 債 2,834 6,542 △ 3,708

民 生 債 214,170 237,553 △ 23,383

衛 生 債 0 612 △ 612

農 林 水 産 業 債 69,383 74,852 △ 5,469

商 工 債 6,300 8,400 △ 2,100

土 木 債 101,497 120,272 △ 18,775

消 防 債 484,558 504,815 △ 20,257

教 育 債 244,390 237,567 6,823

臨時財政対策債
（ * ）

4,304,046 4,143,801 160,245

減 税 補 て ん 債 292,810 348,655 △ 55,845

臨時税収補てん債 6,224 12,321 △ 6,097

合　　　　　　計 5,726,212 5,695,390 30,822

（*）臨時財政対策債　…　地方一般財源の不足に対処するため、建物の建設等の投資的経費以外に充てることができる町債を　

　　　　　　　　　　　いいます。後年度の償還（返済）金が、地方交付税として国から財政措置されることとなっています。

（2）　借入先別内訳

(単位：千円)

区　　　　　　分 平成28年度末現在高 平成27年度末現在高 増 減

財 務 省 3,288,623 3,131,869 156,754

( 旧 ) 郵 政 公 社 689,777 782,625 △ 92,848

神 奈 川 県 53,385 57,758 △ 4,373

地方公共団体金融機構 1,501,755 1,469,896 31,859

市 中 銀 行 等 14,880 34,970 △ 20,090

県市町村振興協会 177,792 218,272 △ 40,480

合　　　　　　計 5,726,212 5,695,390 30,822

◎　下水道事業特別会計

借入先別内訳

(単位：千円)

区　　　　　　分 平成28年度末現在高 平成27年度末現在高 増 減

財 務 省 5,429,186 5,724,855 △ 295,669

( 旧 ) 郵 政 公 社 618,483 644,697 △ 26,214

神 奈 川 県 35,285 39,996 △ 4,711

地方公共団体金融機構 1,559,245 1,509,758 49,487

合　　　　　　計 7,642,199 7,919,306 △ 277,107
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残高全体の７５％を超え

年々その割合が大きくなっています。
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